
旧統一教会の活動に関する適正な対応及び政治の信頼回復を求める意

見書

安倍晋三元首相の銃撃事件以後、世界平和統一家庭連合（以下「旧統一教会」と

いう。）と国会議員との関係が浮き彫りとなり、大きな社会問題となっています。

旧統一教会の信者やその親族の被害実態が明らかになったことを受け、政府では、

被害者救済を目的とした新法が制定されました。

旧統一教会については、多額の献金により多くの信者の家庭が崩壊したことや、

信者が旧統一教会に支払った献金について争われ、複数の裁判で返還命令が出され

たことなどが報道されています。このように、信者の自由意思を奪って社会的常識

を大きく逸脱する多額の献金が行われていることは到底是認できないものですが、

こうした旧統一教会の活動に対する実態解明や再発防止の取り組みは、いまだ国民

には見えてきません。

また、一部の国会議員が旧統一教会と選挙協力や政策協定を結んでいたとする報

道もされています。全体の奉仕者である国会議員が、国民の財産を不当に喪失させ

ている団体と協力関係を構築していたとすれば、国民の政治への信頼は大きく揺ら

ぐことになります。

よって、本市議会は、社会的常識からかけ離れた多額の献金を集める旧統一教会

の活動を非難するとともに、政府及び国会に対し以下の事項の速やかな実現を求め

ます。

１ 旧統一教会の社会的常識を逸脱する活動に対し厳正に対処すること。

２ すべての国会議員は、旧統一教会との組織的な関係を解消し、政治への信頼回

復に努めること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
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